
国立大学改革プラン
（人事給与システム改革）

について

平成２７年２月９日

高等教育局国立大学法人支援課

国立大学改革プラン（概要）

第３期における国立大学法人運営費交付金や評価の在り方については、平成２７

年度までに検討し、抜本的に見直し

改革加速期間中（平成25～27年度）の取組の成果をもとに、

各大学が強みや特色、社会経済の変化や学術研究の進展を踏まえて、教育研究組織や学内資源

配分を恒常的に見直す環境を国立大学法人運営費交付金の配分方法等において生み出す

新たな改革の実現状況を、その取組に応じた方法で可視化・チェックし、その結果を予算配分

に反映させるＰＤＣＡサイクルを確立する

自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築

第３期中期目標期間（平成28年度～）には、各大学の強み・特色を最大限に生かし、自ら改善・発展

する仕組みを構築することにより、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値を生み出す国立大学へ

学長のリーダーシップにより強み・特色を盛り込んだ中期目標・中期計画に基づき、組織再編、資源配分を最適化

• 優秀な教員が競い合い人材育成を行
う世界トップレベルの教育研究拠点

• 大学を拠点とした最先端の研究成果
の実用化によるイノベーションの創出

• 大学や学部の枠を越えた連携による日
本トップの研究拠点

• 世界に開かれた教育拠点
• アジアをリードする技術者、経営者養成

• 地域のニーズに応じた人材育成拠点
• 地域社会のシンクタンクとして様々な
課題を解決する「地域活性化機関」

世界最高の教育研究の展開拠点 全国的な教育研究拠点 地域活性化の中核的拠点

第３期には、教育研究組織や学内資源配分について恒常的に見直しを行う環境を生み出す

第３期には、国内外の優秀な人材の活用により教育研究の活性化につながる人事・給与システムに

学長がリーダーシップを発揮し、各大学の特色を一層伸長するガバナンスを構築

2020年までに、日本人海外留学者数、外国人留学生の受入数を倍増

今後10年間で世界大学ランキングトップ100に我が国の大学10校以上を目指す

今後10年で20以上の大学発新産業を創出

改革加速期間中の
機能強化の視点

強み・特色の重点化

グローバル化

イノベーション創出

人材養成機能の強化

各大学の

機能強化

の方向性

当面の

目 標
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改革加速期間中（平成25～27年度）の国立大学の機能強化の取組

• 機能強化のための改革の取組（組織再編、予算、人材や施設・スペー
ス等の資源再配分）を国立大学法人運営費交付金等により重点支援

• 各大学の改革の取組を第２期中期計画に反映
→ 各大学の取組への配分及び影響額を３～４割に

社会の変化に対応できる教育研究組織づくり

• 国立大学から大学発ベンチャー支援
会社等への出資を可能とする仕組み

の創設

→ 臨時国会に産業競争力強化法案を
提出

• 理工系人材育成戦略の策定
→ 平成25年度中に策定

大学発ベンチャー支援
理工系人材の戦略的育成

中央教育審議会で年内を目途に審議を取りまとめ、所要の制度改正や
支援

ガバナンス機能強化

• 海外大学のユニット招致、国際共同大学院
の創設、外国人教員の積極採用、英語によ

る授業拡大等の国際化を断行する大学を重

点支援

• 日本人学生等の海外留学を支援する官民が
協力した新たな制度の創設

• 重点地域等を設定し、外国人留学生を戦略
的に受入れ

• 海外拠点を活用した現地選抜、渡日前入学
許可を促進する仕組みの構築

国際水準の教育研究の展開
積極的な留学生支援

国立大学法人評価委員会の評価体制の強化（産業界等大学関係者

以外からの委員増等）、先進的取組の積極的発信 等

評価の体制強化

各大学と文部科学省が意見交換を行い、研究水準、教育成果、産学連携等の客観的データに基

づき、各大学の強み・特色・社会的役割を平成２５年中に整理・公表

ミッションの再定義

• 国立大学法人運営費交付金の必要額を確保し
た上で退職手当にかかる配分方法を早期に見直

し、競争的資金における間接経費の確保

• 改革の取組への重点支援に際して、年俸制等の
導入を条件化、適切な業績評価体制の確立

• シニア教員から若手・外国人へのポスト振り替え
を積極支援

→１万人規模で年俸制・混合給与を導入

→若手・外国人に対し、1,500人の常勤教員のポス

トを政策的に確保することを目指す

人事・給与システムの弾力化
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国立大学における退職金の制度と課題

法人化以前は、教職員は国家公務員であり、国家公務員退職手当法に基づき、国が退職手当
を予算措置

退職給付は当然に、退職時でなければ支給することはできない。

当該給付額は、勤続年数に比例して支給率が加速度的に高くなっていくため、教員の流動性を
妨げている一つの要因ではないかとの指摘有り。

また、承継職員について、月給制から年俸制へ円滑に移行するためには、当該退職給付相当
額を毎年度確実に措置する必要性。

法人化の際、円滑な移行に資するべく、国家公務員から引き続き国立大学法人職員となった者
等（承継職員）については引き続き国が退職手当を予算措置

（参考）
・教職員は少なくとも約１２万人以上
・教員の定年時の平均給付額 約２，５００万円
・運営費交付金に占める退職金の割合
２３年度 運営費交付金収益 １０，７４１億円

退職給付実績 ９７４億円（約９％）
・毎年度の退職者のうち、自己都合退職者等の割合は約５割



「国立大学改革プラン」（平成２５年１１月２６日公表）において、人事・給与システムの弾力化を進めること
としており、年俸制については、特に教員の流動性が求められる分野において、改革加速期間中に１万人
規模で導入していくこととしている。
このため、平成２６年度予算において、適切な業績評価に基づいた給与体系の構築に資する施策として、
退職手当の配分方法を見直し、「年俸制導入促進費」を措置。

趣旨

一律な
給与体系

背景
人材の
流動性の
低下

優秀な
外国人研究者の
応募が少ない

若手研究者の
ポスト待ち
長期化

研究者ポストの
硬直化・高齢化

期待される効果

国立大学における年俸制の導入について①背景等

年俸制への切替を行う大学に対して、年俸制適用後の教員が生涯賃金ベースで不利益の生じないよう、年俸制
に変更した時点から「年俸制導入促進費」を措置する。

算出方法：職員が当然受取るべき退職金に相当する額を残存の在職期間で除する

組織の活性化、教員の意識改革、優秀な人材の確保
能力・成果主義による賃金の実現
年俸制導入に伴う財源の保持
年俸制への切替の進展

国立大学における年俸制の導入について②年俸制導入促進費-3

基本給
⇒ 職種、勤務状況、経験年数等
により決定する給与
従来の俸給を見直し

業績給
⇒ 人件費の見直し、賞与相当、
年俸制導入促進費等を財源として、
業績評価により決定する給与

生活補助給（従前の諸手当を想定）

給与体系

生活補助給

基
本
給

基
本
給

＜月額給与制＞ ＜年俸制＞

基
本
給

基
本
給

俸
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+
賞
与

俸
給
+
賞
与

俸
給
+
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与

俸
給
+
賞
与

生活補助給

○業績評価を踏まえた魅力ある

年俸制給与体系の構築

年俸制導入促進

費の他、学長裁

量経費、自己財

源による更なる

インセンティブの

付与

業績給

（年俸制導入促進

費等を財源とする

が、配分は大学

の裁量）

俸給・賞与等の

水準を見直し、

業績給へ



一定範囲（ex.５５歳～）
で導入

各大学の中でトップクラスの
研究業績がある者

雇用条件として
年俸制を提示

流動性が高い、
ミッションが明らか

母国において年俸制適用

国立大学における年俸制の導入について②年俸制導入促進費-4

導入状況：主な適用対象導入状況：主な適用対象

（H27年1月時点）

平成２６年度
年俸制導入促進費
配分法人

５３法人
当該法人における
導入計画人数

約１，４００名
（上記法人以外）
平成２６年度導入予定

１０法人
平成２７年度導入予定

１５法人
検討中

１２法人

優秀教員

シニア教員

新規採用教員

学長直属組織ないしは
先進的な教育研究組織の教員

外国人教員

国立大学における年俸制の導入について②年俸制導入促進費-5

（評価項目の例）

教育 授業科目の担当、学位授与数、
FDの取組

研究 著書、論文数、研究成果、外部資金
獲得額

社会貢献 公開講座の開催、地域貢献への参画

大学運営 学内委員としての活動

（特色ある評価方法）

活動目標自体をその内容に応じて高レベル～低レベル
に仕分け、その達成度の掛け合わせで評価するもの

各評価項目について業務上のエフォートをかけ、各項
目の数値評価に反映するもの

当該法人の中期目標・中期計画・各法人の改革プラン
等を踏まえた活動目標を策定させる。

教員が業務実施

評価内容を業績給に反映

部局・学長等執行部の
評価

学長等執行部・部局長等の
方針・業務目標の設定

学長・全学組織
のガバナンス

業績評価のイメージ



人材流動性と若手ポストの安定的創出の一体的確保

◆ 本予算措置は、年俸制への切替や年俸制の定着、人材の流動化には寄与するが、
若手テニュアポストの創出には直ちにつながらない。

◆ 混合給与（クロスアポイントメント）の活用の拡大などと組み合わせることでインセン
ティブが向上

今後の年俸制の在り方

◆ 導入人数
◆ 対象分野
※ 当面、各大学の業績評価を含めた取組状況を検証していくことが必要

年俸制にふさわしい適切な業績評価

◆ 教員が納得のいく給与反映の実現には、業績評価の基準・方法の明確化が必要

国立大学における年俸制の導入について②年俸制導入促進費-6

将来的な課題将来的な課題

クロスアポイントメント制度のパターン


